
平成 28 年度 施策評価シート

基本目標 2

基本施策 1

単位施策名称 3 学校・家庭・地域が協働した児童生徒の教育の推進

所管部

１．施策指標

番号

目標指標 単位 区分

計画策定時

の状況

H28 H29 H30 H31 中期目標(H32)

目標値 3 7 7 7 7

実績値 1 1

達成状況 未達成

目標値

実績値

達成状況

目標値

実績値

達成状況

目標値

実績値

達成状況

総事業費 5,695 0 0 0 0

うち、一般財源額 5,695 0 0 0 0

増減率(対前年度、総事業費)

増減率(対前年度、一般財源額)

２．施策の成果を押し上げる事業(事務事業)

番号

事業名称 事務事業評価指標 単位 区分

計画策定時

の状況

H28 H29 H30 H31 目標(H32)

目標値 88.0 88.0 89.0 89.0 90.0

実績値 87 90.2 0 0 0 0

達成状況 達成

事業費 63 0 0 0 0

うち、一般財源額 63 0 0 0 0

目標値

実績値

達成状況

事業費

うち、一般財源額

目標値

実績値

達成状況

事業費

うち、一般財源額

目標値

実績値

達成状況

事業費

うち、一般財源額

目標値

実績値

達成状況

事業費

うち、一般財源額

目標値

実績値

達成状況

事業費

うち、一般財源額

目標値

実績値

達成状況

事業費

うち、一般財源額

目標値

実績値

達成状況

事業費

うち、一般財源額

目標値

実績値

達成状況

事業費

うち、一般財源額

目標値

実績値

達成状況

事業費

うち、一般財源額

目標値

実績値

達成状況

事業費

うち、一般財源額

目標値

実績値

達成状況

事業費

うち、一般財源額

目標値

実績値

達成状況

事業費

うち、一般財源額

目標値

実績値

達成状況

事業費

うち、一般財源額

目標値

実績値

達成状況

事業費

うち、一般財源額

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

01 コミュニティ・スクール推進事業

学校の教育を信頼(満足)し

ていると答える保護者の割

合

％

千円

千円

施策の推進に要した総事業費

千円

％

2

3

学び合い、志を育むまちづくり

あいさつ・感謝・志を柱とした学校教育の推進

施策の方向性

●開かれた学校・信頼される学校を目指して、学校・家庭・地域が協働して教育する「コミュニティ・スクール」

等の仕組みづくりを推進します。

教育委員会

1 コミュニティ・スクール指定校数 校

4



３．施策の成果を維持する事業(財政計画)

番号

単位 区分 H28 H29 H30 H31 H32

事業費 5,632

うち、一般財源額 5,632

事業費

うち、一般財源額

事業費

うち、一般財源額

事業費

うち、一般財源額

事業費

うち、一般財源額

事業費

うち、一般財源額

事業費

うち、一般財源額

事業費

うち、一般財源額

事業費

うち、一般財源額

事業費

うち、一般財源額

４．評価と対応方針

評価分析

前年度評価を踏まえた見直し状況

目標と実績の乖離要因

施策の成果を押し上げる事業（事務事業）の分析

事業名称

指標

達成状況

事業効果 事業改善 今後の方向性 方向性を踏まえた取り組み方針

コミュニティ・スクール推進事業 1 達成 高 高 事業継続

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

1

目標と実績の乖離や新たに発生した課題を踏まえた対応方針

（高）

　　効果を維持し、かつより効率的な

　　実施の検討を要する事業数

（低）

（低） （高）

作成担当部長

５．今後の展望

成果を押し上げる事業（事務事業）の今後の展望

事業名称 方向性を踏まえた今後の展望

1 コミュニティ・スクール推進事業

2

3

4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

課題等を踏まえた対応方針及び今後の事業の展望を踏まえた施策の方向性

未達成であるうえ、目標値到達率は６０％を下回っており、現在の施策の方向性は継続するものの、乖離要因を念頭に、対応方針に沿った見直しを実施することとします。

0

事業効果

教育部長　奥田　米穂

今後の方向性

事業継続 対応方針に沿った改善策を取り入れながら、引き続き目標値の達成を目指し、事業を継続することとします。

学校教育法、地方教育行政の組織及び運営に関する法律、社会教育法の一部改正により、府中町学校運営協議会規則の一部を改正する必要があります。

町内すべての学校が信頼され、児童生徒が安心して通える学校、保護者・地域が安心して通わせる学校になるため、学校

の取組みを広く周知するしくみを検討するとともに、保護者・地域と積極的に連携を図り、地域とともにある学校づくり

を推進します。

町内全ての学校においてコミュニティ･スクールを早急に導入できるよう、平成29年度中に学校運営協議会設置のための

準備委員会を開く等の取組みを実施します。

学校教育法、地方教育行政の組織及び運営に関する法律、社会教育法の一部改正により、府中町学校運営協議会規則の一

部を改正し、これをもとに、各校に対し設置に向け具体的な助言を行っていきます。

　●成果を押し上げる事業(事務事業）の概況

（効果を高める検討を要する事業数）

事

業

改

善

の

余

地

0 1

（抜本的な見直しを要する事業数） （施策推進に必須な事業数）

0

新たに発生した課題・環境変化

各校とも学校の取組みを発信し、家庭や地域の力を活用して学校教育の充実を図りましたが、学校運営協議会を設置するための具体的な動きには至りませんでした。

学校教育法、地方教育行政の組織及び運営に関する法律、社会教育法の一部改正により、府中

町学校運営協議会規則の一部を改正し、これをもとに、各校に対し設置に向け具体的な助言を

行っていきます。

9 千円

10 千円

7 千円

8 千円

5 千円

6 千円

3 千円

4 千円

1 学校運営改善対策事業 千円

2 千円

事業名称



28 年度 事務事業評価シート ( 評価 )

１．基本情報

事務事業の名称 コミュニティ・スクール推進事業 事業番号

所属

政策体系

基本目標 2 学び合い、志を育むまちづくり

基本施策 1 あいさつ・感謝・志を柱とした学校教育の推進

単位施策 3 学校・家庭・地域が協働した児童生徒の教育の推進

２．事務事業の概要・活動実績

事業概要及び活動実績

1

2

3

4

5

6

7

３．コスト情報

(単位:千円)

区分

事業費合計

国庫支出金

県支出金

地方債

その他

一般財源

４．事業目標（事業指標）

区分

1 目標値

実績

達成状況

2 目標値

実績

達成状況

3 目標値

実績

達成状況

4 目標値

実績

達成状況

0 0

0 0

0 0

学校の教育を信頼(満足)してい

ると答える保護者の割合

％

88.0 88.0 89.0 89.0 90.0

90.2

達成

指標名称 単位 H28年度 H29年度 H30年度 H31年度

0 0 0 0 0

63 387 600 600 600

H32年度

事

業

費

63 387 600 600

0 0

0 0 0 0 0

600

財

源

内

訳

0 0 0 0 0

0 0 0

平成28年度 平成29年度 平成30年度 平成31年度 平成32年度

（決算） （予算） （実施計画） （実施計画） （実施計画）

平成

213101

教育委員会 学校教育課

地域の力を学校教育に生かすコミュニティ・スクール導入の推進

　講師を招聘し、学校・保護者・地域を対象に研修会を実施しました。その中では、府中南小学校の実

践を紹介しました。

積極的な情報発信や文化・スポーツ等に関する地域の人材の活用

　各校ともに非常勤講師やサポーターとして地域の力を生かしました。また、府中南小学校ではコミュ

ニティ・スクール便りやリーフレットを作成し情報を発信しました。



５．評価と対応方針

評価分析

前年度評価を踏まえた見直し状況

目標と実績の乖離要因

新たに発生した課題・環境変化

目標と実績の乖離や新たに発生した課題を踏まえた対応方針

事業評価（今後の方向性）を踏まえた対応方針

作成担当課長

６．今後の展望

方向性を踏まえた今後の展望

事業継続

町全体では、目標値を達成しましたが、学校別では目標値を上回ったのは４校でした。町内すべての学

校が信頼され、児童生徒が安心して通える学校、保護者・地域が安心して通わせる学校になるため、学

校の取組みを広く周知する仕組みを検討するとともに、保護者・地域と積極的に連携を図り、地域とと

もにある学校づくりを推進します。

学校教育課長　中坊　京子

今後の方向性 事業継続

対応方針に沿った改善策を取り入れながら、引き続き目標値の達成を目指し、事業を継続することとしま

す。

学校教育法、地方教育行政の組織及び運営に関する法律、社会教育法の一部改正により、府中町学校運

営協議会規則の一部を改正する必要があります。

評

価

事業効果 高 事業改善 高

今後の

方向性


